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1　 本資料における「純計決算額」は、都道府県（47団体）及び市町村（市町村1,718団体、特別区23団体、 
一部事務組合1,217団体、広域連合113団体、計3,071団体）の普通会計を取りまとめたものです。

2　 各項目の計数は、表示単位未満を四捨五入したものです。したがって、その内訳は合計と一致しない場合
があります。

3　 普通会計決算については、平成23年度から通常収支分（全体の決算額から東日本大震災分を除いたもの）
と東日本大震災分（東日本大震災に係る復旧・復興事業及び全国防災事業に係るもの）を区分して整理し
ています。



地方財政の役割

都道府県や市町村は、学校教育や福祉・衛生、警察・消防、道路、下水道などの整備といったさまざま
な行政分野の中心的な担い手であり、国民生活に大きな役割を果たしています。
ここでは、個々の地方公共団体の財政の集合である地方財政について、普通会計を中心として、平成
27年度の決算の状況、地方公共団体の財政健全化への取組（主に、健全化判断比率等の状況）などを紹
介していきます。（上下水道、交通、病院などの公営企業は、「地方公営企業」の項で紹介します。）

地方公共団体の会計の決算統計上の分類
地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分経理されていますが、各団体の会計区分は一様

ではないため、決算統計では、地方公共団体全体の財政の状況を明らかにするとともに地方公共団体相
互間の比較を可能とする観点から、統一的な方法により、一般行政部門の会計を普通会計として整理し、
その他の会計（公営事業会計）と区分しています。

一般行政部門の会計

公営企業会計

国民健康保険
事業会計

後期高齢者医療
事業会計

介護保険
事業会計

など

など

● 水道事業 　● 交通事業 　● 電気事業 　● ガス事業
● 病院事業 　● 下水道事業 　● 宅地造成事業 　など

普通会計

その他の会計
（公営事業会計）

学校教育 福祉

道路 消防

地方公共団体の会計
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地方政府の支出は、どの程度の規模なのでしょうか？
地方政府の規模を国内総生産（支出側、名目）に占める割合でみると、地方政府が11.0％を占めてお

り、中央政府の約2.7倍となっています。

21兆8,240億円
（4.1％）

58兆5,758億円
（11.0％）

45兆557億円
（8.5％）

7兆3,125億円
（1.4％）

132兆7,679億円
（24.9％）

国内総生産（支出側、名目）
532兆1,914億円（100％）

311兆1,612億円
（58.5％）

88兆2,484億円
（16.6％）
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399兆4,096億円
（75.0％）

139億円
（0.0％）

企業部門 家計部門 純輸出

民間部門 財貨・サービスの純輸出公的部門

中央政府 地方政府
社会保障基金 公的企業

国内総生産（支出側、名目）と地方財政（平成27年度）
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地方財政の役割

公的支出の内訳を最終支出主体別にみると、政府最終消費支出においては42.8％、公的総資本形成
においては49.4％を地方政府が支出しています。地方政府は中央政府を上回る最終支出主体であり、
国民経済上、大きな役割を担っています。

公的支出
132兆7,679億円

（100.0％）

●公的総資本形成
6兆1,813億円（4.7％）

中  央
21兆8,240億円（16.4％）
●政府最終消費支出
15兆6,427億円（11.8％）

●政府最終消費支出
45兆3,725億円（34.2％）

●公的総資本形成
13兆2,033億円（9.9％）

●公的総資本形成
445億円（0.0％）

●政府最終消費支出
45兆112億円（33.9％）

社会保障基金
45兆557億円（33.9％）

地  方
58兆5,758億円（44.1％）

●公的総資本形成
7兆3,125億円（5.5％）

0 20 40 60 80 100

公的総資本形成
26兆7,416億円

政府最終消費支出
106兆264億円 14.8％ 42.5％ 42.8％

23.1％ 0.2％ 49.4％ 27.3％

中央 社会保障基金 地方 公的企業

公的企業
7兆3,125億円（5.5％）

554,327
（11.3）

231,688
（4.7）

374,890
（7.6）

21
1,231,666
（25.0）
（45.0）

（年度）

583,923
（11.3）

224,555
（4.3）

435,879
（8.4）

26
1,314,518
（25.4）
（44.4）

585,758
（11.0）

218,240
（4.1）

450,557
（8.5）

27
　　1,327,679億円

（24.9％）
（44.1％）

574,040
（10.8）

228,082
（4.3）

340,000
（6.4）

18
1,209,013
（22.8）
（47.5）

588,298
（11.2）

232,270
（4.4）

339,586
（6.5）

17
1,228,696
（23.4）
（47.9）

566,707
（10.7）

226,883
（4.3）

352,578
（6.6）

19
1,216,709
（22.9）
（46.6）

567,393
（11.2）

227,980
（4.5）

424,673
（8.4）

25
1,287,819
（25.4）
（44.1）

559,316
（11.2）

213,685
（4.3）

389,142
（7.8）

22
1,227,558
（24.6）
（45.6）

560,536
（11.4）

212,324
（4.3）

403,555
（8.2）

23
1,239,627
（25.1）
（45.2）

24

557,760
（11.3）

208,837
（4.2）

414,366
（8.4）

1,247,756
（25.2）
（44.7）

547,774
（10.8）

226,679
（4.4）

360,099
（7.1）

70,760
（1.4）

70,160
（1.4）

73,125
（1.4）66,891

（1.3）
68,541
（1.3）

70,541
（1.3）

67,772
（1.3）65,415

（1.3）
63,212
（1.3）

66,793
（1.4）69,720

（1.4）

20
1,204,271
（23.6）
（45.5）

公 

的 

支 

出

●社会保障
　基金

●公的企業

●中央

●地方

公的支出額
国内総生産（支出側、
名目）に占める公的支
出の割合
公的支出に占める
地方の割合

公的支出に占める地方政府の割合は、どの程度の規模なのでしょうか？

公的支出の状況

公的支出の推移
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どのような分野で地方の歳出割合が高いのでしょうか？
国と地方を通じた歳出純計額の目的別歳出について、最終支出の主体に着目して国と地方に分ける

と、下図のようになります。
地方の歳出の割合が高いのは、主に、民生費、衛生費、学校教育費などの日常生活に関係の深い分野

です。

99％99％ 1％1％衛生費 3.8％ 保健所・ごみ処理等

小・中学校、幼稚園等

公民館、図書館、博物館等

児童福祉、
介護などの老人福祉、生活保護等

都市計画、道路、橋りょう、
公営住宅等

河川海岸

戸籍、住民基本台帳等

88％88％ 12％12％学校教育費 8.9％

79％79％ 21％21％司法警察消防費 4.0％
78％78％ 22％22％社会教育費等 2.8％

36％36％ 64％64％公債費 21.3％

49％49％ 51％51％
住宅費等 1.6％

76％76％ 24％24％災害復旧費等 0.6％

43％43％ 57％57％
農林水産業費 1.8％

3％3％ 97％97％恩給費 0.2％

100％100％民生費のうち年金関係 6.6％

100％100％防衛費 3.0％

78％78％ 22％22％一般行政費等 7.8％

100％100％その他 1.5％

75％75％ 25％25％国土開発費 7.9％

70％70％ 30％30％民生費（年金関係を除く。）

21.8％

67％67％ 33％33％国土保全費 1.4％

65％65％ 35％35％商工費 5.0％

地方の割合　58.0％地方の割合　58.0％ 国の割合　42.0％国の割合　42.0％

国と地方の主な目的別歳出の割合（最終支出ベース）
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平成27年度決算の概況

1 歳入
101兆9,175億円（前年度比1,660億円減、0.2％減）
通常収支分 97兆5,110億円（前年度比206億円増、0.0％増）
東日本大震災分 4兆4,065億円（前年度比1,866億円減、4.1％減）
通常収支分の増加は、地方税の増加等によるものです。
東日本大震災分の減少は、国庫支出金の減少等によるものです。

2 歳出
98兆4,052億円（前年度比1,176億円減、0.1％減）
通常収支分 94兆5,708億円（前年度比596億円増、0.1％増）
東日本大震災分 3兆8,334億円（前年度比1,772億円減、4.4％減）
通常収支分の増加は、扶助費、補助費等の増加等によるものです。
東日本大震災分の減少は、積立金の減少等によるものです。

3 決算収支
実質収支は、1兆9,624億円の黒字となっています。

区　分
決算額 赤字の団体数

平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度

実質収支 1兆9,624億円 1兆8,383億円 － 2

単年度収支 1,252億円 ▲1,198億円 1,133 1,605

実質単年度収支 5,018億円 2,319億円 1,055 1,502

（注） 実質収支は、歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額をいいます。 
単年度収支は、当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額をいいます。 
実質単年度収支は、単年度収支に、財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金の取崩し額を差し引いた額をいいます。
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4 決算規模の推移
通常収支分は、歳入、歳出ともに3年連続で増加しています。

平成17 25 26 2723 24 （年度）

（兆円）

85

0

90

95

100

105

99.8

96.4

93.8

100.1

91.1

97.0
5.35.3

6.06.0

95.0

5.0

92.5

4.5

101.1

97.4
96.2 97.5 97.5

4.9

93.2 94.5 94.6

4.2

92.992.9
90.790.7

102.1

98.5
4.6

4.0

東日本
大震災分

東日本
大震災分
4.4 東日本

大震災分
東日本
大震災分
3.8

101.9兆円

98.4兆円

歳出 （東日本大震災分）歳出（通常収支分）
歳入 （東日本大震災分）歳入（通常収支分）

5 主な財政指標
経常収支比率は、前年度より0.4ポイント低下し、91.7％となりました。
実質公債費比率は、前年度より0.5ポイント低下し、9.9％となりました。

区　分 平成27年度 平成26年度 対前年度増減
経常収支比率 91.7％ 92.1％ ▲0.4
実質公債費比率 9.9％ 10.4％ ▲0.5

6 普通会計が負担すべき借入金残高
地方債現在高に交付税特別会計借入金残高及び企業債現在高（普通会計負担分）を加えた借入金残
高は、199兆849億円（前年度末比1兆4,565億円減、0.7％減）となりました。

区　分 平成27年度 平成26年度 増減額 増減率
地方債現在高 145兆5,143億円 145兆9,996億円 ▲4,853億円 ▲0.3％
地方債現在高

（臨時財政対策債除き） 94兆8,476億円 97兆4,966億円 ▲2兆6,490億円 ▲2.7％

交付税特別会計
借入金残高 32兆8,173億円 33兆1,173億円 ▲3,000億円 ▲0.9％

企業債現在高
（普通会計負担分） 20兆7,533億円 21兆4,245億円 ▲6,712億円 ▲3.1％

合　計 199兆849億円 200兆5,414億円 ▲1兆4,565億円 ▲0.7％
（注）企業債現在高（普通会計負担分）は、公営企業において償還する企業債のうち普通会計がその償還を負担するもの（地方財政状況調査を基準とした値）。

06平成29年版  地方財政白書ビジュアル版 06



歳入

純計
101兆9,175億円

◆国庫支出金
15兆2,822億円（15.0%）

◆地方債
10兆6,880億円（10.5%）

◆その他
16兆6,600億円（16.3%）

●地方税
39兆986億円（38.4%）

●臨時財政対策債
4兆4,337億円（4.4%）

●地方譲与税
2兆6,792億円（2.6%）

●地方特例交付金
1,189億円（0.1%）

●地方交付税
17兆3,906億円（17.1%）

一般財源
59兆2,873億円（58.2%）

都道府県
52兆499億円

市町村
58兆7,287億円

◆国庫支出金
6兆2,996億円
（12.1%）

◆地方債
5兆5,281億円
（10.6%）

◆その他
8兆9,273億円
（17.2%）

◆国庫支出金
8兆9,825億円
（15.3%）

◆地方債
5兆1,871億円
（8.8%）

◆都道府県支出金
3兆9,452億円
（6.7%）

◆その他
9兆5,744億円
（16.3%）

●地方税
20兆1,426億円
（38.7%）

●地方譲与税
2兆2,578億円
（4.3%）

●地方特例交付金
475億円
（0.1%）
●地方交付税
8兆8,457億円
（17.0%）

●地方税
18兆9,560億円
（32.3%）
●地方譲与税
4,214億円
（0.7%）

●地方特例交付金
713億円
（0.1%）

●地方交付税
8兆5,449億円
（14.5%）

●臨時財政対策債
2兆5,923億円
（5.0%）

●その他の一般財源
12億円
（0.0%）

●その他の一般財源
3兆459億円
（5.3%）

●臨時財政対策債
1兆8,414億円
（3.1%）

一般財源
31兆395億円
（52.9%）

一般財源
31兆2,949億円（60.1%）

行政活動のためのお金は、どこから来ているのでしょうか？
1 歳入内訳
歳入に占める割合は、地方税、地方交付税、国庫支出金、地方債の順になっています。このうち、地方税

や地方交付税のように、使途が特定されていない財源を一般財源と呼んでいます。地方公共団体が、さ
まざまな行政ニーズに適切に対応するためには、この一般財源の確保が重要になりますが、その構成比
は58.2％となっています。

地 方 譲 与 税：国税として徴収され、地方公共団体に譲与される税で、地方揮発油譲与税などがあります。
地方特例交付金：平成27年度における地方特例交付金は、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収分を補塡するた

めに交付される減収補塡特例交付金です。
地 方 交 付 税：地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域においても一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障するための地方の固有財源

です（詳しくは13ページ「6地方交付税」をご覧ください。）。
国 庫 支 出 金：国が地方に対して支出する負担金、委託費、特定の施策の奨励又は財政援助のための補助金等の総称です。
地 方 債：地方公共団体の債務のうち、その履行が一会計年度を越えて行われるものをいいます。
臨時財政対策債：地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法第5条の特例として発行される地方債です。

歳入決算額の構成（平成27年度決算）

（注）国庫支出金には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含めています。
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2 通常収支分と東日本大震災分

東日本大震災分
4兆4,065億円◆国庫支出金

13兆8,895億円
（14.2%）
●うち普通建設事業費支出金
1兆3,842億円（1.4%）

●うち災害復旧事業費支出金
1,394億円（0.1%）

◆地方債
10兆4,010億円
（10.7%）

◆その他
14兆6,687億円（15.1%）

◆一般財源
58兆5,518億円（60.0%）

通常収支分
97兆5,110億円

◆国庫支出金
1兆3,927億円（31.6%）
●うち普通建設事業費支出金
1,909億円（4.3%）

●うち災害復旧事業費支出金
3,353億円（7.6%）

●うち東日本大震災復興交付金
3,055億円（6.9%）

◆地方債
2,870億円（6.5%）

◆一般財源
7,355億円（16.7%）
●うち震災復興特別交付税
5,889億円（13.4%）

◆その他
1兆9,913億円（45.2%）

東日本大震災分
2兆5,818億円

◆国庫支出金
5兆4,190億円（10.9%）
●うち普通建設事業費支出金
9,442億円（1.9%）

●うち災害復旧事業費支出金
987億円（0.2%）

◆地方債
5兆4,704億円（11.1%）

◆その他
7兆6,899億円（15.6%）

◆一般財源
30兆8,888億円（62.4%）

通常収支分
49兆4,681億円

◆国庫支出金
8,807億円（34.1%）
●うち普通建設事業費支出金
518億円（2.0%）

●うち災害復旧事業費支出金
2,729億円（10.6%）

●うち東日本大震災復興交付金
381億円（1.5%）

◆地方債
576億円（2.2%）

◆一般財源
4,061億円（15.7%）
●うち震災復興特別交付税
3,163億円（12.2%）

◆その他
1兆2,374億円
（48.0%）

東日本大震災分
2兆2,895億円

◆国庫支出金
8兆4,705億円（15.0%）
●うち普通建設事業費支出金
4,400億円（0.8%）

●うち災害復旧事業費支出金
407億円（0.1%）

◆地方債
4兆9,571億円（8.8%）

◆その他
8兆7,510億円（15.5%）

◆一般財源
30兆7,101億円（54.4%）

通常収支分
56兆4,391億円

◆国庫支出金
5,120億円（22.4%）
●うち普通建設事業費支出金
1,392億円（6.1%）

●うち災害復旧事業費支出金
624億円（2.7%）

●うち東日本大震災復興交付金
2,674億円（11.7%）

◆地方債
2,301億円（10.0%）

◆都道府県支出金
3,948億円（17.2%）

◆一般財源
3,294億円（14.4%）
●うち震災復興特別交付税
2,727億円（11.9%）

◆その他
8,232億円
（36.0%）

◆都道府県支出金
3兆5,504億円（6.3%）

純計

都道府県

市町村
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歳入

3 歳入内訳の推移
一般財源の構成比は、平成23年度から減少傾向にありましたが、26年度以降増加しています。

平成17年度 92.9兆円

平成26年度 102.1兆円

平成23年度 100.1兆円

平成24年度 99.8兆円

17.8兆円
（17.4%）11.5兆円

（11.3%）

15.5兆円
（15.2%）

15.5兆円
（16.7%）10.4兆円

（11.2%）

11.9兆円
（12.8%）

55.1兆円（59.3%）

34.8兆円
（37.4%）

17.0兆円
（18.2%）

57.3兆円（56.1%）

36.8兆円
（36.0%）

2.9兆円（2.9%） 0.1兆円（0.1%）

17.4兆円
（17.1%）

16.8兆円
（16.8%）11.8兆円

（11.8%）

16.0兆円
（16.0%）

55.5兆円（55.4%）

2.2兆円（2.2%）

34.2兆円
（34.1%）

18.8兆円
（18.7%）

0.4兆円（0.4%）

16.9兆円
（16.8%）12.3兆円

（12.4%）

15.5兆円
（15.6%）

55.1兆円（55.2%）

34.5兆円
（34.5%）

18.3兆円
（18.3%）

0 100兆円

一般財源 臨時財政対策債 その他地方債国庫支出金地方税 地方譲与税 地方特例交付金 地方交付税

1.8兆円（2.0%） 1.5兆円（1.6%）

2.3兆円（2.3%）

〔61.1兆円（61.2％）〕

〔61.3兆円（61.3％）〕

〔62.7兆円（61.5％）〕

〔58.0兆円（62.4％）〕

0.1兆円（0.1%） 5.9兆円（5.9%）

〔　〕は、一般財源+臨時財政対策債

2.9兆円（3.1%）

5.5兆円（5.4%）

5.9兆円（5.9%）

平成25年度 101.1兆円16.6兆円
（16.5%）12.3兆円

（12.2%）

16.5兆円
（16.3%）

55.7兆円（55.0%）

35.4兆円
（35.0%）

17.6兆円
（17.4%）

2.6兆円（2.5%）

〔61.7兆円（61.0％）〕

0.1兆円（0.1%） 6.0兆円（6.0%）

平成27年度 101.9兆円16.7兆円
（16.3%）10.7兆円

（10.5%）

15.3兆円
（15.0%）

59.3兆円（58.2%）

39.1兆円
（38.4%）

2.7兆円（2.6%） 0.1兆円（0.1%）

17.4兆円
（17.1%）

〔63.7兆円（62.5％）〕

4.4兆円（4.4%）

（注）国庫支出金には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含めています。

純計
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4  国税と地方税の割合
国税と地方税を合わせ租税として徴収された額

は99兆680億円となっており、このうち国税が
60.5％、地方税が39.5％を占めています。

5 地方税
地方税は、道府県税と市町村税に分かれます。

（注）東京都が徴収した市町村税相当額は、市町村税に含み、道府県税には含みません。

◆事業税 3兆7,034億円（20.5％）

◆自動車税
1兆5,428億円（8.6％）

◆軽油引取税
9,245億円（5.1％）

◆不動産取得税
3,768億円（2.1％）

◆道府県たばこ税
1,530億円（0.8％）

◆自動車取得税 1,373億円（0.8％）

●法人分 8,435億円（4.7％）

●個人分 5兆1,717億円（28.7％）

◆道府県民税
6兆1,105億円（33.9％）

●利子割 954億円（0.5％）

●法人分 3兆5,095億円（19.5％）
●個人分 1,939億円（1.1％）

◆その他 997億円（0.6％）

総額
18兆222億円

◆地方消費税
4兆9,742億円（27.6％）

総額
21兆763億円

◆固定資産税
8兆7,550億円（41.5％）

◆都市計画税
1兆2,444億円（5.9％）

◆市町村たばこ税
9,361億円（4.4％）

◆その他
5,928億円（2.8％）

●法人分
2兆3,243億円（11.0％）

◆市町村民税
9兆5,480億円（45.3％）

●個人分
7兆2,237億円（34.3％）

租税総額
99兆680億円

◆国税
59兆9,694億円
     （60.5％）

◆地方税
39兆986億円

（39.5％）

●市町村税
21兆763億円
（21.3％）

●道府県税
18兆
222億円
（18.2％）

道府県税の税収の構成（平成27年度決算）

市町村税の税収の構成（平成27年度決算）
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歳入

道府県税は、平成20年度以降減少傾向にありましたが、24年度に増加に転じて以降、4年連続で増
加しています。

（兆円）

（年度）26 2723 24 25平成17

固定資産税 その他市町村たばこ税 都市計画税法人分個人分市町村民税

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

22

9.18.7 9.58.2 6.96.7 7.2
5.7

2.12.0
2.3

2.5

8.69.0 8.8
8.9

0.90.9 0.9
0.8

1.21.3 1.2
1.2

0.50.5 0.7
0.5

20.3

9.2
7.0

2.2

8.7

1.0
1.2
0.5
20.620.4 21.1

9.6
7.1

2.4

8.8

1.0
1.2
0.5
21.1

19.6

（注）市町村税収入額は、東京都が徴収した市町村税相当額を含めています。

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

（年度）

（兆円）

23 24平成17 25 26

地方消費税 その他軽油引取税自動車取得税自動車税不動産取得税 道府県たばこ税

法人分利子割個人分道府県民税 個人分法人分事業税

4.74.5 5.1
2.4

0.80.8 1.0
0.10.1

1.0

2.42.2
3.0

4.7

2.62.6

3.1
2.6

1.61.6

1.6
1.8

0.90.9

0.91.1

5.6

2.5

5.4

2.4

6.2

3.2

0.1
0.0

4.9

3.6
0.2

14.113.8

15.7
15.2

0.1

0.2

0.3
0.2

0.2

0.0

0.3

0.1

0.2

0.3
0.2

0.3

5.0

0.8
0.1

2.7

2.6

1.6
0.9

5.9

2.9

14.8
0.1

0.2

0.2
0.2

0.4
0.2

0.3

0.2

0.4

0.1

27

5.2

0.8

3.5

5.0

1.5
0.9

6.1

3.7

0.1
0.1

18.0兆円

0.2

0.2
0.4

0.1

0.5

0.5

市町村税は、過去5年間でほぼ横ばいとなっています。

道府県税収入額の推移

市町村税収入額の推移
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地域のニーズに応じた行政サービスを自らの責任と判断で実施できるよう、税源の偏在度が小さく税
収の安定性を備えた地方税体系を構築することが必要です。
地方税収について、全国平均を100として、都道府県別に人口1人当たりの税収額を比較してみると、

最も大きい東京都と、最も小さい沖縄県とでは、約2.5倍の格差となっています。

300250200150100500200150100500 200150100500 200150100500 200150100500

北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神奈川県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和歌山県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿児島県
沖 縄 県
全国平均

決　算　額

個人住民税

12.0兆円
最大/最小：2.6倍

法人関係二税

6.0兆円
最大/最小：6.2倍

地方消費税（清算後）

5.0兆円
最大/最小：1.6倍

平成27年度

地方税計

38.3兆円
最大/最小：2.5倍

固定資産税

8.7兆円
最大/最小：2.4倍

165.9

83.6
71.2
77.0
92.5

70.4
75.9
89.5
91.6
98.1
95.3
88.8
92.9

105.4
88.0
93.6
95.6
98.9
94.0
88.2
89.4
103.2
118.6

94.6
92.3
94.4
104.4
93.9
75.7
77.1
72.9
75.9
89.7
94.5
85.3
82.5
88.0
79.5
72.0
88.0
76.8
70.1
73.6
78.8
72.0
71.6
67.1
100.0

63.9
79.3

69.3
86.6

62.3
70.8
79.2
90.3
90.1
86.9
105.6
110.7

162.0

76.8
89.5
89.6
86.3
84.2
83.3
87.3
98.5
114.9

93.4
93.2
94.4
95.0
99.4
92.2
74.1
69.3
72.6
84.0
92.8
81.2
75.7
83.4
71.8
70.3
84.8
70.0
68.8
69.5
70.7
64.5
65.2
61.3
100.0

128.6

62.9
53.1
64.8
95.4

54.2
57.4
94.6
81.9
94.8
98.6

60.0
66.8

251.4
81.8
81.7
85.7
92.6
105.1
109.5

77.5
74.6
96.2
142.2

83.0
85.3
82.6
118.8

72.3
40.5
53.3
56.9
67.5
76.5
88.3
74.2
75.5
91.2
71.9
55.3
78.8
62.2
51.6
55.7
61.7
53.0
50.8
52.6
100.0

105.3
96.7
96.4
98.6
102.1
96.9
98.3
88.3
101.7
99.9
82.7
83.5

130.4
89.5
98.3
102.1
106.4
103.8
102.6
104.3
96.4
104.5
104.5
88.2
87.9
105.2
105.7
89.2
83.1
90.2
99.8
97.2
95.7
101.8
93.6
95.9
104.6
95.8
99.7
100.5
98.0
97.7
99.5
96.7
100.3
97.5
81.9
100.0

76.3
73.8
75.3
82.8
69.7
74.7
83.6
94.6
100.1
97.3
88.4
91.8

158.9
104.7
96.4
96.8
92.6
109.6
94.9
90.3
92.0
108.5
116.7
101.2
98.5
95.6
105.4
99.3

71.4
81.8
73.6
78.0
93.9
93.7
90.1
88.0
84.7
91.1
71.8
87.2
79.0
67.3
73.6
84.7
74.5
75.8
81.0
100.0

（注1）「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口1人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値です。
（注2）地方税収計の税収額は、超過課税及び法定外税等を除いたものです。
（注3）個人住民税の税収額は、個人道府県民税（均等割及び所得割）及び個人市町村民税（均等割及び所得割）の合計額であり、超過課税分を除いています。
（注4）法人関係二税の税収額は、法人道府県民税、法人市町村民税及び法人事業税（地方法人特別譲与税を含まない。）の合計額であり、超過課税分等を除いています。
（注5）固定資産税の税収額は、道府県分を含み、超過課税分を除いています。
（注6）人口は、平成28年1月1日現在の住民基本台帳人口です。

地方税収の人口1人当たり税収額の指数（全国平均を100とした場合）
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歳入

6 地方交付税
本来、地方自治の観点からは、行政活動に必要な財源は、それぞれの地方公共団体がその住民から徴
収した地方税で賄うのが理想ですが、税源の地域的不均衡により、多くの地方公共団体が必要な税収を
確保できません。そこで、本来地方の税収入とすべき財源を国が代わって徴収し、財政力の弱い地方公共
団体に対して、地方交付税として再配分しています。

1.地方交付税総額の決定
地方交付税の総額は、国税の一定割合（所得税・法人税の33.1％、酒税の50％、消費税の22.3％及

び地方法人税の全額）を基本としつつ、地方財政全体の標準的な歳入、歳出の見積りに基づき決定され
ます。
平成27年度における地方交付税総額は17兆3,906億円、前年度比0.2％減となっています。

2.各地方公共団体の普通交付税の算定方式
次のような仕組みで各地方公共団体の普通交付税の額が算定されています。

基準財政需要額 基準財政収入額 普通交付税額

単位費用
× 測定単位（国勢調査人口等）
× 補正係数（段階補正等）

基準財政需要額
－ 基準財政収入額

標準的な地方税収入
× 基準税率（75％）
＋ 地方譲与税等

（注1） 基準財政需要額は、各地方公共団体の合理的かつ妥当な水準における財政需要として算定されるものであり、義務教育や生活保護、公共事業等の国庫負
担金事業の地方負担を算入することが義務づけられています。なお、平成13年度からは、基準財政需要額の一部を地方財政法第5条の特例地方債（臨時
財政対策債）に振り替えることとしています。

（注2） 標準的な地方税収入には、当該団体が独自に課税する「法定外普通税・法定外目的税」、地方税法に規定する標準税率を超えて行う「超過課税」の額は算入
されません。

3.地方交付税の機能
地方交付税は、地方公共団体

間の財源の不均衡を調整し、ど
の地域に住む住民にも標準的
な行政サービスや基本的な社
会資本が提供できるように財源
を保障するためのものです。
地方交付税による財源調整
が働いている結果、歳入総額に
占める一般財源の割合は、人口
規模等による大きな違いは生
じていません。

地方税 地方譲与税等 地方特例交付金 地方交付税

0

20

40

60 55.855.8

39.8

3.3
12.7

56.656.6

27.1

5.1

24.3

55.355.3

24.6

5.1

25.4

55.355.3
12.1

6.1

36.8

小都市中都市 町村
(人口1万人以上)

町村
(人口1万人未満)

（%）

0.2

0.1 0.1

0.0

（注） 「中都市」とは、政令指定都市、中核市及び施行時特例市以外の市のうち人口10万人以上の市をいい、
「小都市」とは人口10万人未満の市をいいます。

市町村の歳入総額に占める一般財源の割合

13 地方財政の状況13 地方財政の状況



何に使われているのでしょうか？
1 目的別歳出
使われた費用を目的別に分類すると、民生費、教育費、公債費などに多くの財源が使われています。都
道府県では、教育費、民生費、公債費の順、市町村では、民生費、総務費、土木費の順となっています。

純計
98兆4,052億円

◆土木費
11兆7,072億円（11.9%）

◆総務費
9兆6,088億円（9.8%）

◆衛生費
6兆3,018億円（6.4%）

◆農林水産業費
3兆2,182億円（3.3%）

◆その他
7兆732億円（7.1%）

◆商工費
5兆5,161億円（5.6%）

◆民生費
25兆2,548億円（25.7%）

◆教育費
16兆7,955億円（17.1%）

◆公債費
12兆9,296億円（13.1%）

都道府県
50兆7,312億円
都道府県
50兆7,312億円

市町村
56兆5,351億円

◆総務費
3兆1,177億円
（6.1%）

◆衛生費
1兆7,722億円
（3.5%）

◆商工費
3兆6,484億円
（7.2%）

◆民生費
8兆743億円
（15.9%）
◆教育費
11兆221億円
（21.7%）

◆公債費
7兆2,119億円
（14.2%）

◆土木費
5兆2,324億円
（10.3%）

◆農林水産業費
2兆2,770億円
（4.5%）

◆その他
8兆3,752億円
（16.6%）

◆土木費
6兆6,630億円
（11.8%）

◆総務費
7兆548億円
（12.5%）

◆教育費
5兆8,718億円
（10.4%）

◆公債費
5兆7,599億円
（10.2%）

◆民生費
20兆2,669億円
（35.8%）

◆衛生費
4兆6,923億円
（8.3%）

◆商工費
1兆9,296億円
（3.4%）

◆農林水産業費
1兆4,079億円
（2.5%）

◆その他
2兆8,889億円（5.1%）

総務費：全般的な管理事務、財政・会計管理事務に要する費用等
民生費：児童、高齢者、心身障害者等のための福祉施設の整備・運営・生活保護の実施等の費用
教育費：学校教育、社会教育などに使われる費用
土木費：道路、河川、住宅、公園など各種の公共施設の建設整備の費用
公債費：借入金の元金・利子などの支払いの費用

歳出

目的別歳出決算額の構成（平成27年度決算）
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歳出

2 通常収支分と東日本大震災分（目的別歳出）

東日本大震災分
3兆8,344億円

◆総務費
9兆310億円（9.5%）

◆商工費
5兆1,687億円
（5.5%）

◆衛生費
6兆1,696億円
（6.5%）

◆農林水産業費
2兆9,774億円
（3.1%）

◆災害復旧費
2,623億円（0.3%）

◆その他
6兆2,149億円（6.6%）

◆民生費
24兆6,411億円（26.1%）
●うち災害救助費
　203億円（0.0%）

通常収支分
94兆5,708億円

◆教育費
16兆4,374億円
（17.4%）

◆公債費
12兆9,087億円
（13.6%）

◆土木費
10兆7,597億円（11.4%）

◆総務費
5,778億円（15.1%）

◆商工費
3,474億円
（9.1%）

◆衛生費
1,322億円
（3.3%）

◆農林水産業費
2,408億円
（6.3%）

◆災害復旧費
4,673億円（12.2%）

◆その他
1,286億円（3.5%）

◆民生費
6,137億円（16.0%）
●うち災害救助費
　5,903億円（15.4%）

◆教育費
3,582億円
（9.3%）
◆公債費
209億円
（0.5%）

◆土木費
9,475億円
（24.7%）

東日本大震災分
2兆2,465億円

◆総務費
2兆9,141億円（6.0%）

◆商工費
3兆3,199億円
（6.8%）

◆衛生費
1兆6,682億円
（3.4%）

◆農林水産業費
2兆1,302億円
（4.4%）

◆災害復旧費
1,594億円（0.3%）

◆その他
7兆8,098億円（16.2%）

◆民生費
7兆4,479億円（15.4%）
●うち災害救助費
　76億円（0.0%）

通常収支分
48兆4,848億円

◆教育費
10兆9,739億円
（22.6%）

◆公債費
7兆2,061億円
（14.9%）

◆土木費
4兆8,553億円（10.0%）

◆総務費
2,037億円（9.1%）

◆商工費
3,285億円
（14.6%）

◆衛生費
1,040億円
（4.6%）

◆農林水産業費
1,468億円
（6.5%）

◆災害復旧費
3,212億円（14.3%）

◆その他
847億円（3.8%）

◆民生費
6,264億円（27.9%）
●うち災害救助費
　6,053億円（26.9%）

◆教育費
482億円
（2.1%）
◆公債費
59億円
（0.3%）

◆土木費
3,771億円（16.8%）

東日本大震災分
2兆397億円

◆総務費
6兆6,711億円（12.2%）

◆商工費
1兆9,070億円
（3.5%）

◆衛生費
4兆6,430億円
（8.5%）

◆農林水産業費
1兆2,862億円
（2.4%）

◆災害復旧費
1,298億円（0.2%）

◆その他
2兆5,490億円（4.8%）

◆民生費
19兆9,380億円
（36.6%）
●うち災害救助費
　71億円（0.0%）

通常収支分
54兆4,954億円

◆教育費
5兆5,529億円
（10.2%）

◆公債費
5兆7,440億円（10.5%）

◆土木費
6兆744億円（11.1%）

◆総務費
3,836億円（18.8%）

◆商工費
225億円
（1.1%）

◆衛生費
494億円
（2.4%）

◆農林水産業費
1,217億円
（6.0%）

◆災害復旧費
1,503億円（7.4%）

◆その他
598億円（2.9%）

◆民生費
3,290億円（16.1%）
●うち災害救助費
　3,164億円（15.5%）

◆教育費
3,189億円
（15.6%）

◆公債費
159億円
（0.8%）

◆土木費
5,886億円（28.9%）

純計

都道府県

市町村

15 地方財政の状況15 地方財政の状況
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3 目的別歳出の内訳
土木費や農林水産業費が減少傾向にある一方で、民生費が大きく増加しています。

目的別歳出決算額の推移（純計）

民生費の目的別内訳の推移
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歳出

災害救助費

生活保護費

社会福祉費

老人福祉費

児童福祉費

3,235億円（1.6％）
3兆8,139億円（18.8％）

7兆2,911億円
（36.0％）

3兆6,261億円
（17.9％）

5兆2,124億円
（25.7％）

6,130億円（7.6％）
2,553億円（3.2％）
1兆5,847億円
（19.6％）

3兆1,031億円
（38.4％）

2兆5,182億円
（31.2％）

6,106億円（2.4％）
4兆283億円（16.0％）

7兆8,850億円
（31.2％）

6兆1,393億円
（24.3％）

6兆5,916億円
（26.1％）

純　計
25兆2,548億円

都道府県
8兆743億円

市町村
20兆2,669億円

その他

社会教育費

保健体育費

高等学校費

教育総務費

中学校費

小学校費

純　計
16兆7,955億円

都道府県
11兆221億円

市町村
5兆8,718億円

2兆9,077億円
（17.3％）

2兆2,848億円（13.6％）

2兆8,290億円
（16.8％）

4兆8,169億円
（28.7％）

1兆3,740億円（8.2％）
1兆2,498億円（7.4％）

1兆3,333億円（8.0％）

3兆3,848億円
（30.7％）

8,067億円（13.7％）

1兆736億円
（18.3％）

1兆2,324億円
（21.0％）

8,398億円（14.3％）

1,550億円（2.6％）

3,265億円（5.6％）1兆119億円（9.2％）

2兆269億円
（18.4％）

2兆1,398億円（19.4％）

2兆1,134億円（19.2％）

1,893億円（1.7％）
1,560億円（1.4％）

1兆4,378億円
（24.5％）

その他

港湾費

住宅費

河川海岸費

道路橋りょう費

都市計画費

純　計
11兆7,072億円

都道府県
5兆2,324億円

市町村
6兆6,630億円

2兆1,651億円
（41.4％）

1兆7,695億円
（26.6％）

1兆1,063億円
（21.1％）

8,927億円（17.1％）

3兆3,412億円
（50.1％）

6,553億円（5.5％） 2,826億円（5.4％）

4,367億円（3.7％）

1,705億円（2.6％）
1,910億円（2.9％）1兆2,619億円（10.8％）

3兆8,935億円
（33.3％）

4兆1,743億円
（35.7％）

1兆2,855億円（11.0％）　 7,996億円（12.0％）

2,675億円（5.1％）

3,912億円（5.8％）
5,182億円（9.9％）

民生費の目的別内訳

教育費の目的別内訳

土木費の目的別内訳

17 地方財政の状況17 地方財政の状況



4 性質別歳出
使われた費用を性質別に分類すると、支出が義務づけられ、任意に削減することが困難な「義務的経費」

（人件費、扶助費及び公債費）、「投資的経費」（普通建設事業費など）、「その他の経費」（物件費、補助費
等、積立金、繰出金など）に分けることができます。

使われた費用はどのような性質のものでしょうか？

都道府県
50兆7,312億円

市町村
56兆5,351億円

●うち単独事業費
6兆2,596億円（6.4%）

●うち補助事業費
7兆2,070億円（7.3%）

●人件費
22兆5,655億円（22.9%）

●普通建設事業費
14兆1,838億円（14.4%）

●扶助費
13兆3,343億円（13.6％）

●公債費
12兆9,014億円（13.1%）

●後期高齢者医療事業会計
1兆4,928億円（1.5%）

◆その他
6兆1,266億円（6.2%）

◆補助費等
9兆8,672億円（10.0%）

◆積立金
3兆7,692億円（3.8%）

◆繰出金
5兆6,122億円（5.7%）

◆物件費
9兆3,153億円（9.5%）

●国民健康保険事業会計
1兆4,300億円（1.5％）

●介護保険事業会計
1兆4,681億円（1.5％）

●うち単独事業費
4兆924億円（7.2%）

●うち補助事業費
3兆7,645億円（6.7%）

●普通建設事業費
   8兆283億円（14.2%）

●人件費
8兆8,776億円

（15.7%）

●扶助費
12兆2,792億円

（21.7％）

●公債費
5兆7,536億円

（10.2%）

◆その他
2兆2,257億円
（3.8%）

◆補助費等
4兆478億円
（7.2%）

◆積立金
1兆9,523億円
（3.5%）

◆繰出金
5兆4,572億円
（9.7%）

◆物件費
7兆6,334億円
（13.5%）

●うち単独事業費
   2兆4,156億円（4.8%）
●うち補助事業費
   3兆7,141億円（7.3%）

●普通建設事業費
   6兆7,794億円（13.4%）

●人件費
13兆6,880億円

（27.0%）

●扶助費
1兆552億円

（2.1％）

●公債費
7兆1,900億円

（14.2%）

◆その他
3兆9,303億円
（7.8%）

◆補助費等
13兆9,541億円
（27.5%）

◆積立金
1兆8,169億円
（3.6%）

◆繰出金
1,550億円
（0.3%）

◆物件費
1兆6,819億円
（3.3%）

純計
98兆4,052億円

義務的経費
48兆8,013億円（49.6％）

投資的経費
14兆9,134億円（15.2％）

義務的経費
26兆9,104億円
（47.6％）

投資的経費
8兆3,083億円（14.7％）

義務的経費
21兆9,331億円
（43.2％）

投資的経費
7兆2,599億円（14.3％）

性質別歳出決算額の構成（平成27年度決算）
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歳出

5 通常収支分と東日本大震災分（性質別歳出）

東日本大震災分
3兆8,344億円

◆積立金
2兆9,665億円
（3.1%）

◆その他
11兆4,067億円
（12.1%）

◆義務的経費
48兆7,380億円
（51.5％）

通常収支分
94兆5,708億円

◆投資的経費
12兆8,277億円（13.6％）◆物件費

8兆9,187億円
（9.4％）

◆補助費等
9兆7,132億円
（10.3％）

●人件費
22兆5,283億円
（23.8％）
●扶助費
13兆3,292億円
（14.1％）
●公債費
12兆8,805億円
（13.6％）

●普通建設事業費　12兆5,655億円（13.3％）
●災害復旧事業費　2,622億円（0.3％）

◆積立金
8,027億円
（20.9％）

◆その他
3,322億円
（8.8％）

◆義務的経費
633億円（1.6％）

◆投資的経費
2兆857億円
（54.4％）

◆物件費
3,966億円（10.3％）

◆補助費等
1,539億円
（4.0％）

●人件費　372億円（1.0％）
●扶助費　51億円（0.1％）
●公債費　209億円（0.5％）

●普通建設事業費
　1兆6,183億円
　（42.2％）
●災害復旧事業費
　4,673億円
　（12.2％）

東日本大震災分
2兆2,465億円

◆積立金
1兆3,598億円
（2.8％）

◆その他
3兆8,101億円
（7.9％）

◆義務的経費
21兆9,054億円
（45.2％）

通常収支分
48兆4,848億円

◆投資的経費
6兆3,426億円（13.1％）◆物件費

1兆6,191億円
（3.3％）

◆補助費等
13兆4,478億円
（27.7％）

●人件費
13兆6,676億円

（28.2％）
●扶助費

1兆537億円
（2.2％）
●公債費

7兆1,841億円
（14.8％）

●普通建設事業費　6兆1,833億円（12.8％）
●災害復旧事業費　1,593億円（0.3％）

◆積立金
4,571億円
（20.3％）

◆その他
2,751億円
（12.4％）

◆義務的経費
277億円（1.2％）

◆投資的経費
9,174億円
（40.8％）

◆物件費
628億円（2.8％）

◆補助費等
5,064億円
（22.5％）

●人件費　204億円（0.9％）
●扶助費　14億円（0.1％）
●公債費　59億円（0.3％）

●普通建設事業費
　5,961億円 
　（26.5％）
●災害復旧事業費
　3,212億円
　（14.3％）

東日本大震災分
2兆397億円

◆積立金
1兆6,067億円
（2.9％）

◆その他
7兆6,251億円
（14.1%）

◆義務的経費
26兆8,739億円
（49.3％）

通常収支分
54兆4,954億円

◆投資的経費
7兆1,024億円（13.0％）◆物件費

7兆2,996億円
（13.4％）

◆補助費等
3兆9,877億円
（7.3％）

●人件費
8兆8,607億円
（16.3％）
●扶助費
12兆2,755億円
（22.5％）
●公債費
5兆7,377億円
（10.5％）

●普通建設事業費　6兆9,725億円（12.8％）
●災害復旧事業費　1,298億円（0.2％）

◆積立金
3,456億円
（16.9%）

◆その他
579億円
（2.9%）

◆義務的経費
364億円（1.8%）

◆投資的経費
1兆2,059億円
（59.1%）

◆物件費
3,338億円（16.4%）

◆補助費等
601億円
（2.9%）

●人件費　168億円（0.8%）
●扶助費　37億円（0.2%）
●公債費　159億円（0.8%）

●普通建設事業費
　1兆558億円
　（51.8%）
●災害復旧事業費
　1,501億円
　（7.4%）

純計

都道府県

市町村

19 地方財政の状況19 地方財政の状況



人件費 扶助費 公債費 投資的経費 繰出金物件費 補助費等

60

80

100

120

140

160

180

26 27平成17 18 19 20 21 22 23 24 25

（％）

（年度）

174

93
94

120

136

122

89

（年度）

1.4 1.4 1.6 1.8 2.0 2.1 2.3 2.50.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
2.8 3.0 3.2 3.3 3.3

5.0 5.2 5.0
2.6 2.7 2.7 2.7 3.1

3.4
3.5 3.6

0.6 0.4 0.5 0.5
0.5

0.5
0.8 0.7

7.7 7.8 8.2 8.5
9.1

11.2
12.0 12.0

2.7

0.2

5.0

3.7

0.6
12.2

0

2

4

6

8

10

12

14

平成17 18 19 20 21 22 23 24 25

（兆円）

3.1

0.2

5.3

3.7

0.6
12.9

26

3.1

0.2

5.6

3.7

0.7
13.3兆円

27

社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 その他

※平成17年度を100としたときの指数

6 性質別歳出の内訳
扶助費、補助費等、繰出金、物件費が増加傾向にあります。

性質別歳出決算額の推移（純計）

扶助費の目的別内訳の推移
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歳出

225,243

252,643 251,353 252,563 246,052
239,756

235,362 234,485 230,176

136,462

150,086 150,113 150,869 147,297 142,862 141,101 140,828 138,936

88,782

225,655

136,880

88,776

102,557 101,240 101,694 98,755 96,895 94,261 93,657 91,240

221,779

133,555

88,224

（年度）平成17 2718 19 20 21 22 23 24 25 26

（億円）

270,000

260,000

250,000

240,000

230,000

160,000

150,000

110,000

100,000

90,000

140,000

0

都道府県純計 市町村

（%）
100

0

20

40

60

80

97億円
0.0％
97億円
0.0％

純　計
22兆5,655億円

都道府県
13兆6,880億円

市町村
8兆8,776億円

11億円
0.0％
11億円
0.0％

86億円
0.1％
86億円
0.1％

10兆5,265億円
46.6％

5兆3,339億円
23.6％

15兆8,701億円
70.3％

1兆2,935億円  5.8％ 3,969億円
2.9％
3,969億円
2.9％

2兆746億円  9.2％

3兆3,273億円  14.7％ 2兆528億円  15.0％

1兆2,085億円  8.8％

8,968億円  10.0％

1兆2,745億円  14.4％

8,661億円  9.8％

6兆6,766億円
48.8％ 3兆8,499億円

43.4％

10兆298億円
73.3％ 5兆8,402億円

65.8％

3兆3,522億円
24.5％ 1兆9,817億円

22.3％

職員給 基本給 その他の手当 臨時職員給与 退職金 地方公務員共済組合等負担金 その他

平成27年度の人件費は、各地方公共団体における国家公務員の給与改定に準じた措置等により、前
年度に比べ増加しています。

人件費の推移

人件費の項目別内訳

21 地方財政の状況21 地方財政の状況



26平成17 18 19 20 21 22 23 24 25 （年度）

6.2 5.8 5.5 5.4 5.9 5.6 6.1 6.1 
7.8 7.7 

7.7 
7.2 6.8 6.4 

7.2 6.9 5.7 5.4 

5.6 6.3 

1.3 
1.3 

1.3 
1.2 

1.3 
0.8 

0.8 0.9 

0.8 
0.7 

15.1
14.3

13.5 13.0
14.4

13.3
12.5 12.4

14.2 14.8

27

7.2

6.3 

0.7 
14.2兆円

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18
（兆円）

補助事業 単独事業 国直轄事業

（%）
100

0

20

40

60

80

8,883億円（6.3％） 3,263億円（4.8％） 6,544億円（8.2％）
6,260億円（4.4％） 2,296億円（3.4％）

4,801億円（6.0％）8,641億円（6.1％） 2,377億円
（3.5％）

6,776億円（8.4％）
1兆5,210億円
（10.7％）

1兆2,380億円
（18.3％）

5,042億円（6.3％）

7兆832億円
（49.9％）

3兆9,303億円
（58.0％）

3兆2,816億円
（40.9％）

2兆2,096億円
（15.6％）

4,259億円（6.3％）

1兆8,043億円
（22.5％）

9,916億円（7.0％） 3,916億円（5.7％） 6,261億円（7.7％）

純　計
14兆1,838億円

都道府県
6兆7,794億円

市町村
8兆283億円

総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 土木費 教育費 その他

普通建設事業費は、補助事業の減少等により、前年度に比べ減少しています。
また、普通建設事業費の目的別内訳では、土木費が最も大きな割合を占めています。

普通建設事業費の性質別内訳の推移（純計）

普通建設事業費の目的別内訳
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歳出

総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費 土木費 教育費 その他

（年度）

10.710.7

1

0

3

5

7

9

11

平成17 18 19 20 21 22 23 24 25

（兆円）

1.0 0.9 0.8 1.0

2.8
1.4

0.7 0.8

2.1 2.5 2.7
3.0

3.3

3.3
3.5 3.6

1.0
1.0 0.9

1.0

1.1

1.1
1.1 1.1

0.3
0.3 0.3

0.3

0.3

0.4
0.3 0.4

0.5 0.4 0.4
0.5

0.8

0.5
0.6

0.6

0.9 0.8 0.8
0.8

0.9

0.9
1.0

1.0
1.1 1.1 1.2

1.2

1.2

1.4
1.4

1.4

0.4 0.3 0.3
0.3

0.3

0.3
0.3

0.3

7.27.2 7.47.4 7.57.5
8.18.1

9.49.4
8.98.9 9.29.2

1.0

3.6

1.1

0.5
0.6

1.0

1.4

0.3
9.59.5

26

0.7

3.7

1.1
0.4
0.5

0.9

1.5

0.5
9.39.3

27

0.8

3.9

1.1

0.5
0.7

0.9

1.6

0.4
9.9兆円9.9兆円

公営企業会計（法非適用企業） 国民健康保険事業会計 老人保健医療事業会計 後期高齢者医療事業会計 介護保険事業会計 基金

（年度）

1.5 1.5 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 1.2

1.2 1.2 1.2 1.1 1.1 1.2 1.2 1.2

0.8 0.8 0.9

0.1 0.0 0.0

1.1 1.2 1.3 1.3 1.4

1.0 1.0 1.0
1.1 1.1 1.2 1.2 1.30.0 0.1 0.1
0.1

0.0 0.0 0.0 0.1
4.6 4.6 4.6

4.8 4.9 5.0 5.1 5.2

1.2

1.2

1.4

1.3

0.1
5.1

0

1

2

3

4

5

6

27平成17 18 19 20 21 22 23 24 25

1.2

1.3

1.5

1.4

0.0
5.4

1.2

1.4

1.5

1.5

0.1
兆円5.6兆円

26

（兆円）

補助費等の目的別内訳の推移

繰出金の繰出先内訳の推移
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財政構造の弾力性
財政の行政需要への対応能力はどうなっているのでしょうか？
地方公共団体が住民からのニーズに的確に応えていくためには、毎年支出が必要になる義務的経費

に充てる財源に加えて、社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくための施策に充てる財源を
確保していくことが必要です。その財源の確保の程度を財政構造の弾力性といいます。

1 経常収支比率
平成27年度の経常収支比率は、前年度よ

り0.4ポイント低下して91.7％となり、12
年連続で90％を上回っています。

経常収支比率＝
人件費、扶助費、公債費等に充当した一般財源等

×100
経常一般財源等（地方税＋普通交付税等）
＋減収補塡債特例分＋臨時財政対策債

経常収支比率とは、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費
（経常的経費）に充当された一般財源が、地方税、地方交付税を中心とする毎年度
経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、減収補塡債特例分及び臨時財政対
策債の合計額に占める割合をいいます。

人件費 扶助費 公債費 その他

33.433.4 31.131.1

6.46.4 6.66.6

21.121.1 21.121.1

31.731.7 32.832.8

36.536.5

4.84.8

21.521.5

28.628.6

91.491.4

36.036.0

5.05.0

21.421.4

29.029.0

91.491.4

36.236.2

5.25.2

21.521.5

30.530.5

93.493.4

35.135.1

5.35.3

21.521.5

30.930.9

92.892.8

34.834.8

5.75.7

21.521.5

31.831.8

93.893.8

32.932.9

6.26.2

20.720.7

30.730.7

90.590.5 92.692.6 91.691.6

32.632.6

6.66.6

20.920.9

32.632.6

92.792.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 （年度）

（％）

31.331.3

6.86.8

20.820.8

33.233.2

92.192.1

27

30.930.9

6.96.9

20.120.1

33.833.8

91.791.7

都道府県合計 市町村

90.3

（％）

90

80

100

平成17 2718 19 20 21 22 23 25 2624 （年度）

90.7 90.290.2 90.3
92.0 91.8 91.8

89.2

92.6 92.6
94.7 93.9

95.9

91.9

94.9 94.6
93.0

91.4 91.4 93.4 92.8 93.8
90.5

92.6
92.7

91.6
91.3

90.0

93.0 93.4
92.1 91.7

※合計及び市町村には、特別区及び一部事務組合等は含まれていません。

経常収支比率の推移

経常収支比率の内訳（合計）
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2 実質公債費比率及び公債費負担比率
地方公共団体の借入金の元金及び利子の支払いのための費用である公債費は、特に弾力性に乏しい
経費であることから、その動向に常に注意する必要があります。
公債費による負担度合いを判断するための指標として、実質公債費比率及び公債費負担比率が用い

られています。

13.5
12.8 13.0

13.5
13.9 13.7

12.3
11.8

11.2
10.5 9.9

9.2

12.8
12.3 12.1 12.0 11.8

11.3

13.5

8.6

10.9

13.1
12.7

8.0
7.4

10.4
9.9

9

7

8

10

11

12

13

14

15

平成19 20 21 22 23 24 26 2725 （年度）

（％）

都道府県純計 市町村

※実質公債費比率：実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示すものです。

19.4

18.6 18.6

16.4 16.2
16.5

18.918.8

17.0

19.3

18.6

19.419.3 19.5

18.7

19.7

18.5

15.7

19.9

18.418.6
19.2

19.1
19.319.2

18.2
17.717.617.717.517.4

15.3
14.7

（％）
20

19

18

17

16

14

15

（年度）平成17 26 2718 19 20 21 22 23 24 25

都道府県純計 市町村

※公債費負担比率： 公債費負担比率は、公債費充当一般財源（地方債の元利償還金等の公債費に充当された一般財源）が一般財源総額に対し、どの程度の割合に
なっているかを示す指標であり、公債費がどの程度一般財源の使途の自由度を制約しているかをみることにより、財政構造の弾力性を判断す
るものです。

実質公債費比率の推移

公債費負担比率の推移
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将来の財政負担
地方財政の借入金はどうなっているのでしょうか？

（注1）地方債現在高は、特定資金公共投資事業債を除いた額です。
（注2）企業債現在高（普通会計負担分）は、公営企業において償還する企業債のうち普通会計がその償還を負担するもの（地方財政状況調査を基準とした値）。

1 地方債及び債務負担行為の推移
平成27年度末における地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担は137兆6,022

億円で、前年度末と比べると0.7％減となっています。

平成17 251918 20 21 22 2423

（兆円）

30
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180
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（年度末）2726

13.0 13.6 13.9 15.3 17.2
15.7 17.9 19.7 21.6 25.4

124.4 121.1 118.4 115.8 114.4

12.3 11.8 12.5 12.2
139.3 137.8 136.0 134.6 134.8

17.9

31.4

110.7

12.3

136.5

19.6

36.1

107.2

13.0

136.7

21.0

40.6

104.1

13.4

137.1

22.4

45.0

101.0

14.5

138.1

22.6

48.5

97.5

15.1

138.5

23.3

50.7

94.8

15.4

137.6

積立金現在高 臨時財政対策債 地方債現在高（臨時財政対策債除き） 債務負担行為額 地方債現在高＋債務負担行為額－積立金現在高

12.2

（注1）地方債現在高は、特定資金公共投資事業債を除いた額です。
（注2）債務負担行為額は翌年度以降支出予定額です。

2 普通会計が負担すべき借入金残高の推移
地方債現在高のほか、地方財源不足に対処するための交付税及び譲与税配付金特別会計借入金、公
営企業において償還する企業債のうち普通会計がその償還を負担するものを含めた借入金残高は、平
成27年度末で199兆円となっており、依然として高い水準にあります。

地方債現在高（臨時財政対策債除き）臨時財政対策債 交付税及び譲与税配付金特別会計借入金残高 企業債現在高（普通会計負担分）

平成17 1918 20 21 22 2423

（兆円）
250

200

150

100

50

0

27.8
201.4201.4

33.6

27.5
200.2200.2

33.6

26.8

198.6198.6

33.6

26.1

197.1197.1

33.6

25.3
198.7198.7

33.6

24.1
199.8199.8

33.6

23.6
200.4200.4

33.5

22.9
201.0201.0

33.4

22.1
201.4201.4

33.3

（年度末）25

20.8
199.1199.1

32.8

21.4
200.5200.5

33.1

2726
15.7

124.4

17.9

121.1

19.7

118.4

21.6

115.8

25.4

114.4

31.4

110.7

36.1

107.2

40.6

104.1

45.0

101.0

48.5

97.5

50.7

94.8
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地方公営企業
地方公営企業の状況はどのようになっているのでしょうか？
1 地方公営企業の果たす役割
地方公営企業は、住民の生活水準の向上を図るうえで大きな役割を果たしています。

1億2,446万人
（99.5%）

1億2,504万人中
現在給水人口

1億360万人
（90.3%）

1億1,474万人中
汚水処理人口

33億5百万人
（13.6%）

243億人中
年間輸送人員

9億39百万人
（20.6%）

46億人中
年間輸送人員

18万5千床
（11.8%）

156万6千床中
病床数

10

0

20

90

100
（%）

水道事業
（簡易水道事業含む）

下水道事業 交通事業
（鉄道）

交通事業
（バス）

病院事業

（注1）グラフは、実施されている全国の全事業全体を100とした場合の地方公営企業が占める割合を表しています。
（注2）全国の全事業全体の数値は、各関係機関の統計資料により作成し、地方公営企業の数値は全事業全体と同年度の決算数値によります。
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2 地方公営企業の事業数
事業数は、8，614事業であり、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、水道事

業、病院事業、介護サービス事業、宅地造成事業の順になっています。

◆水道
2,081事業（24.2％）

◆病院
636事業（7.4％）

◆宅地造成
435事業（5.0％）

◆その他
1,251事業（14.6％）

◆介護サービス
572事業（6.6％）

◆下水道
3,639事業
（42.2％）

（平成27年度末）

事業数
8,614事業

●上水道　1,344事業（15.6%）
●簡易水道　737事業（8.6%）

3 決算規模
決算規模は、17兆882億円で、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、病院事

業、水道事業、交通事業、宅地造成事業の順になっています。

◆病院
4兆6,408億円（27.2％）

◆水道（簡易水道含む）
3兆9,917億円（23.4％）

◆交通
1兆848億円（6.3％）

◆その他
1兆1,095億円（6.5％）

◆宅地造成
7,406億円（4.3％）

（平成27年度末）

決算規模
17兆882億円

◆下水道
5兆5,208億円
（32.3％）
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地方公営企業

4 経営状況
経営状況は、7,316億円の黒字となっており、事業別に見ると、水道事業、電気事業、ガス事業及び下

水道事業は黒字で推移しています。

（億円）
10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

△2,000

△4,000

△6,000

△8,000

△10,000

黒字計
4,319

赤字計
△73

0
 黒字

 赤字

その他421
下水道1,240

交通263
工業用水道239 工業用水道228

水道2,101
（簡易水道含む）

病院△429

病院
△4,852

電気66 電気電気88電気88電気88電気88

病院△11
ガス△15
その他△47

平成17 27262423 （年度）25

赤字計
△463

赤字計 △9,465

黒字計
5,544 黒字計

4,213その他399
その他184下水道1,405

下水道1,979電気158

電気170
交通770

交通△1,126

工業用水道274
水道2,518

（簡易水道含む）
水道1,814

（簡易水道含む）

その他△34

ガス20

平成17 2423

6,000

7,000

（億円）
8,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

△4,000

△5,000

0

4,246
5,231

2,767

（年度）272625

5,081

△5,252

収支合計

赤字計
△ 2,335

黒字計
5,102

その他1,512

下水道805
電気93

交通△640

水道2,453
（簡易水道含む）

病院△1,476
その他△197

ガス△22 赤字計
△37

黒字計
5,268

その他721
下水道1,264

交通506
工業用水道223

工業用水道△254

水道2,372
（簡易水道含む）

その他△37

病院42ガス52 ガス66

その他
△3,233

7,316

工業用水道282

赤字計
△ 720

黒字計
8,036

その他388
下水道2,290

電気269

交通1,117

水道3,634
（簡易水道含む）

病院△703
その他△17

ガス56

地方公営企業の経営状況の推移
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東日本大震災の影響

1 被災団体における決算の状況
1.特定被災県
特定被災県である9県の歳入総額は10兆8,483億円で、前年度と比べると2,671億円減（2.4％減）

（全国では0.7％増）となっています。また、歳出総額は10兆3,480億円で、前年度と比べると2,292
億円減（2.2％減）（全国では1.0％増）となっています。

※特定被災県……「 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」（平成23年法律第40号）第2条第2項に定める特定被災地方公共団
体である県。（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県、長野県）

11兆1,155億円

平成27年度

平成26年度 2兆5,976億円
（23.4％）

2兆4億円
（18.0％）

1兆8,707億円
（16.8％）

4兆6,468億円
（41.8％）

国庫支出金 その他地方税 震災復興特別交付税地方交付税

10兆8,483億円2兆9,522億円
（27.2％）

2兆100億円
（18.5％）

1兆8,173億円
（16.8％）

4兆688億円
（37.5％）

3,073億円（2.8％）

2,648億円（2.4％）

10兆3,480億円

平成26年度

平成27年度

6,690億円（6.5％）

1兆8,331億円
（17.7％）

3,596億円（3.5％）

7兆623億円
（68.2％）

6,065億円（5.9％）

総務費 民生費 災害救助費 衛生費 災害復旧費 その他

4,240億円
（4.1％）

10兆5,772億円9,104億円
（8.6％）

1兆6,873億円
（16.0％）

3,336億円（3.2％）

7兆2,726億円
（68.7％）

5,118億円（4.8％）

3,733億円
（3.5％）

10兆5,772億円

平成27年度

平成26年度

10兆3,480億円

その他の経費 積立金義務的経費 災害復旧事業費普通建設事業費投資的経費

4兆2,160億円
（39.9％）

4兆5,673億円
（44.1％）

3兆9,232億円
（37.9％）

1兆4,979億円（14.5％） 3,596億円（3.5％） 6,716億円（6.5％）

1兆8,575億円（18.0％）

4兆4,952億円
（42.5％）

1兆5,324億円（14.5％） 3,336億円（3.2％） 7,661億円（7.2％）

1兆8,660億円（17.6％）

歳入

目的別歳出

性質別歳出
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東日本大震災の影響

2.特定被災市町村等
特定被災市町村等である227市町村の歳入総額は8兆2,961億円で、前年度と比べると925億円
減（1.1％減）（全国では1.0％増）となっています。また、歳出総額は7兆7,445億円で、前年度と比べる
と1,109億円減（1.4％減）（全国では0.9％増）となっています。

※特定被災市町村等……「 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律第二条第二項及び第三項の市町村を定める政令」（平成23年政
令第127号）の別表第1に定める特定被災地方公共団体である市町村並びに同令の別表第2及び別表第3に定める市町村のうち特定
被災地方公共団体以外のもの。（岩手県33団体、宮城県35団体、福島県59団体など、11県227市町村）

平成27年度

平成26年度 8兆3,886億円

8兆2,961億円2兆2,458億円
（27.1％）

1兆2,853億円
（15.5％）

1兆2,410億円
（15.0％）

3兆5,240億円
（42.4％）

2,725億円（3.3％）

地方税 地方交付税 震災復興特別交付税 国庫支出金 その他

2兆2,453億円
（26.8％）

1兆2,550億円
（15.0％）

1兆5,237億円
（18.2％）

3兆3,646億円
（40.0％）

2,398億円（2.9％）

7兆7,445億円平成27年度

平成26年度

総務費 民生費 災害救助費 衛生費 災害復旧費 その他

7兆8,553億円

3兆5,266億円
（45.5％）

1兆1,770億円
（15.2％）

1,605億円（2.1％）

5,550億円（7.2％）

2兆3,254億円
（30.0％）

3,196億円（4.1％）

3兆4,697億円
（44.2％）

1兆3,847億円
（17.6％）

1,579億円（2.0％）5,511億円（7.0％）

2兆2,919億円
（29.2％）

3,426億円（4.4％）

7兆8,553億円

平成27年度

平成26年度

義務的経費 投資的経費 普通建設事業費 災害復旧事業費 その他の経費 積立金

7兆7,445億円3兆2,971億円
（42.6％）

2兆7,961億円（36.1％）
1兆6,513億円（21.3％）

1,603億円（2.1％）1兆4,911億円（19.3％） 5,304億円（6.8％）

3兆4,783億円
（44.3％）

2兆7,677億円（35.2％）
1兆6,093億円（20.5％）

1,559億円（2.0％）1兆4,534億円（18.5％） 7,950億円（10.1％）

歳入

目的別歳出

性質別歳出
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2 被災団体における地方公営企業の経営状況
特定被災地方団体における公営企業の総収支は1,031億円の黒字で、前年度に比べ1,623億円、
274.3％増加しています。黒字事業は847事業で全体の91.2％、赤字事業は82事業で全体の8.8％
となっています。

※特定被災地方団体……「 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」第2条第2項に定める特定被災地方公共団体である9県及び「東
日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律第2条第2項及び第3項の市町村を定める政令」の別表第1に定め
る特定被災地方公共団体である178市町村（当該団体が加入する一部事務組合等を含む。）

（事業、億円）

△500

△750

△1,000

△1,250

△1,500

△250

0

250

500

750

1,000

1,250

1,500

平成27年度

826事業
847事業

107事業 82事業

△1,498億円

△281億円

906億円 1,312億円

収支 △592億円

収支 1,031億円

平成26年度

黒字額 赤字額 黒字事業数 赤字事業数

△1,500

△1,000

△500

0

500

1,500

1,000

（億円）

平成27年度平成26年度

水道（簡易水道含む） 電気工業用水道 ガス交通 その他病院 下水道

△647億円

347億円

195億円
18億円
18億円
28億円

27億円
88億円 501億円

赤字計
△1億円

赤字計
△1,313億円

収支 1,031億円

収支 △592億円

黒字計
721億円

黒字計
1,032億円64億円

15億円
75億円

37億円

△666億円

△△1億円

262億円
78億円

特定被災地方団体における地方公営企業の経営状況

特定被災地方団体における地方公営企業事業別決算収支の状況
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地方財政健全化の推進

1 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要
旧来の地方公共団体の財政再建制度では分かりやすい財政情報の開示や早期是正機能がない等の
問題が指摘されていたため、新たな指標の整備とその開示の徹底、財政の早期健全化や再生を図る「地
方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成21年4月に全面施行されています。

早期健全化基準 財政再生基準

経営健全化基準

健全段階
◆指標の整備と情報開示の徹底

●フロー指標：実質赤字比率、連結実
質赤字比率、実質公債費比率

●ストック指標：将来負担比率=公社・
三セク等を含めた実質的負債による
指標

➡監査委員の審査に付し議会に報告
し公表

財政の早期健全化段階
◆自主的な改善努力による
財政健全化

●財政健全化計画の策定（議会の議
決）、外部監査の要求の義務付け

●実施状況を毎年度議会に報告し公表

●早期健全化が著しく困難と認められ
るときは、総務大臣又は知事が必
要な勧告

財政の再生段階
◆国等の関与による確実な再生

●財政再生計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け

●財政再生計画は、総務大臣に協議
し、同意を求めることができる

●財政運営が計画に適合しないと認
められる場合等においては、予算の
変更等を勧告

公営企業の経営の健全化

実質赤字比率 道府県 ： 3.75%
市町村 ： 11.25% ～ 15%

道府県 ： 5%
市町村 ： 20%

連結実質赤字比率 道府県 ： 8.75%
市町村 ： 16.25% ～ 20%

道府県 ： 15%
市町村 ： 30%

実質公債費比率 25%

20%

35%

将来負担比率

資金不足比率
（公営企業ごと）

都道府県・政令市：400%
市町村 ： 350%

（
健
全
財
政
）

（
財
政
悪
化
）

指標の公表は平成19年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成20年度決算から適用

※実質赤字比率及び連
結実質赤字比率につ
いては、東京都の基
準は、別途設定され
ている。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要
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（旧制度）

一部事務組合・広域連合等

一般会計 一般会計
等

公営事業
会計

特別会計

うち
公営企業
会計

地
方
公
共
団
体

地方公社・第三セクター等

実
質
赤
字
比
率

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

不
良

債
務

資
金
不
足

比
率

※公営企業会計
　ごとに算定

※公営企業会計
　ごとに算定

（地方公共団体財政健全化法）

2 健全化判断比率・資金不足比率の状況

0

5

10

15

20

25

平成19 20

（団体）

21 22 23 24 25 （年度）

24
2

2

1

1

19

13

8

2 0 2
26 27
00 00

実質赤字額がある団体数 うち早期健全化基準以上 うち財政再生基準以上

実質赤字額がある団体数の推移は、下図のとおりです。
平成27年度決算において、実質赤字額がある（実質赤字比率
が0％超である）団体はなく、実質赤字比率が早期健全化基準以
上である団体もありません。

実質赤字比率＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
実質赤字比率とは、福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共

団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の
度合いを示すものです。

健全化判断比率等の対象

実質赤字比率
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地方財政健全化の推進
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連結実質赤字額がある団体数 うち早期健全化基準以上 うち財政再生基準以上

連結実質赤字額がある団体数の推移は、下図のとおりです。
平成27年度決算において、連結実質赤字額がある（連結実
質赤字比率が0％超である）団体はなく、連結実質赤字比率が
早期健全化基準以上である団体もありません。

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額
標準財政規模

連結実質赤字比率とは、すべての会計の赤字と黒字を合算し、地
方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体
としての財政運営の悪化の度合いを示すものです。
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実質公債費比率が18％以上である団体数 うち早期健全化基準以上 うち財政再生基準以上

実質公債費比率が18％以上である
団体数の推移は、下図のとおりです。
平成27年度決算において、実質公

債費比率が財政再生基準以上である
団体数は、市区1団体となっています。

実質公債費比率
（3か年平均） ＝

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金）－
（特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金
繰りの程度を示すものです。
※ 実質公債費比率が18％以上の地方公共団体は、地方債の発行に総務大臣等の許可が必要です。

連結実質赤字比率

実質公債費比率
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早期健全化基準以上の団体数
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将来負担比率が早期健全化基準以上で
ある団体数の推移は、下図のとおりです。
平成27年度決算において、将来負担
比率が早期健全化基準以上である団体
数は、市区1団体となっています。

将来負担比率＝
将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）
標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率とは、地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性の
ある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すものです。
なお、将来負担比率には、財政再生基準は設けられていません。
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資金不足額がある公営企業会計数 うち経営健全化基準以上
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資金不足額がある公営企業会計数の推移は、下図のとおりです。
平成27年度決算において、資金不足額がある（資金不足比率が0％超

である）公営企業会計数は、47会計となっています。このうち資金不足
比率が経営健全化基準以上である会計数は、10会計となっています。

資金不足比率＝
資金の不足額
事業の規模

資金不足比率とは、公営企業の資金不足を、公営企
業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化
し、経営状態の悪化の度合いを示すものです。

将来負担比率

資金不足比率
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